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グローバル化とマネジメント・コントロール・システム
欧米の研究動向を中心に

坂　口　順　也

1 　はじめに

　今日、多くの企業は、国内だけではなく海外においてさまざまな企業活動を展開している。

例えば、日本企業は、海外で単純に製品を生産・販売するだけでなく、研究開発についても移

転し始めている（中川，2004）。また、先進的な欧米企業は、定型的なサービスだけでなく、専

門的なサービスについても海外の取引相手から外注している（Sako, 2009）。そのため、グロー

バルに展開する企業活動を検討対象とすることが、管理会計の領域でも一層重要になっている。

　こうした企業活動のグローバル化に対して、日本の管理会計研究は、とくに日本企業のグロ

ーバル化をテーマとして検討してきた。例えば、井上ほか（1993）は、英国の日本企業に対す

る質問票調査とインタビュー調査を基礎に、在英日本企業の管理会計実務について紹介してい

る。また、岩淵（1993）は、質問票調査を基礎に、日本企業の為替変動への対応や、国際振替

価格の設定方法について検討している。加えて、清水（2001）は、質問票調査を基礎に、日本

企業の国際事業戦略のパターン（「子会社主導の差別化」の高低と「R ＆ D、技術、ノウハウの

親会社集中」の高低）について示している。さらに、中川（2004）は、在タイ、在米、在欧の

日系企業に対する質問票調査の結果から、進出先における日本企業の管理会計実務（マネジメ

ント・コントロール、コスト・マネジメント、研究開発など）の差を明らかにしている。これ

らの研究のうち、とくに岩淵（1993）や清水（2001）などは、国際事業戦略にかかわる Bartlett 

& Ghoshal（1989）の研究成果から強く影響を受けたものとなっている。

　一方、欧米の管理会計研究は、マネジメント・コントロール・システムの差をテーマとして

取り上げてきた。具体的には、予算管理システム（Harrison, 1992, 1993; Ueno & Sekaran, 1992; 

Van der Stede, 2003）や報酬システム（Jansen et al., 2009; Merchant et al., 2011; Van der 

Stede, 2003）などに代表されるマネジメント・コントロール・システムの国別の差が取り上げ

られ、これらの差が Hofstede の提唱するナショナル・カルチャーの次元である「個人主義・集

団主義」、「権力格差」、「不確実性回避」、「男性度・女性度」、「長期的志向」（Hofstede, 1980, 

1991）を基礎として検討されてきた。そのため、企業活動のグローバル化にかかわる欧米の管
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理会計研究は、おもにナショナル・カルチャーが企業のマネジメント・コントロール・システ

ムの設計や利用に与える影響を取り上げている点に、その特徴を見出すことができる（Harrison 

& Mckinnon, 1999）。

　なお、こうした欧米の管理会計研究の動向は、いくつかの研究を通じて日本においても紹介

されている（上埜，1994；加登，1994；中川，2010）。しかし、上記のように企業活動のグロー

バル化に伴う管理会計研究のテーマが日本と欧米とで大きく異なることを考慮すれば、グロー

バル化に伴うマネジメント・コントロール・システムの国際比較に関する欧米の研究動向を現

時点で整理することは、日本企業のグローバル化について我々が今後よりよく理解する上で必

要であると思われる。

　そこで本研究は、欧米のマネジメント・コントロール・システムの国際比較研究について、ど

のような問題を設定し、また、どのような事項を発見してきたのかについて整理する。この整

理を踏まえて、今後どのような方向が日本の管理会計研究において展望されるのかを提示する。

2 　ナショナル・カルチャーの影響に注目した研究

2 - 1 　マネジメント・コントロール・システムの各要因への影響

2 - 1 - 1 　Chow et al.（1991）

　この研究は、マネジメント・コントロール・システムの各要因とナショナル・カルチャーが

製造成果に対してどのように影響を与えるのかを検討したものである。ここでは、「個人主義」

の傾向が強い米国と「集団主義」の傾向が強いシンガポールの学生を対象に、単純な作業にか

かわる実験（数字から文字への翻訳作業の実験）を実施し、結果について分析している。具体

的には、学生 3 人からなる 1 グループを両国ごとに32グループ（両国合計で192人からなる64グ

ループ）を編成し、各国の32グループを 8 グループごとに 4 分割し、それぞれに異なる条件（①

タスク依存性が低く報酬依存性が低い条件、②タスク依存性が低く報酬依存性が高い条件、③

タスク依存性が高く報酬依存性が低い条件、④タスク依存性が高く報酬依存性が高い条件）を

与え、これらの条件のもとで数字から文字への翻訳作業を実施し、達成した翻訳数（製造成果）

を測定している。

　分析の結果、この研究は、事前に設定した仮説の多くが部分的にしか支持されなかったもの

の、「個人主義」の傾向が低い（「集団主義」の傾向が高い）シンガポールの方が、「個人主義」

の傾向が高い（「集団主義」の傾向が低い）米国よりも製造成果がおおむね高いことを明らかに

している。また、彼らは、「ナショナル・カルチャー（国別）」の変数が、マネジメント・コン

トロールの各要因である「タスク依存性」の変数や「報酬依存性」の変数との交互作用として

ではなく、独立して製造成果に有意な影響を与えていることを主張している。一方、この研究

は、タスク依存性と報酬依存性が適合する場合と適合しない場合とを比較（①と③の条件と、
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②と④の条件とを比較）し、両者が適合する場合（すなわち、①タスク依存性が低く報酬依存

性が低い条件と、④タスク依存性が高く報酬依存性が高い条件）で製造成果が高いといったコ

ンティンジェンシー理論を支持する結果が見られたことも報告している。

2 - 1 - 2 　Chow et al. （1994）

　この研究は、マネジメント・コントロール・システムの各要因の選択とナショナル・カルチ

ャーとの関連性について検討したものである。ここでは、マネジメント・コントロール・シス

テムの各要因として、組織にかかわる①環境不確実性、②階層の高さ、③集権化の程度、④水

平的な相互依存性、⑤公式のルール、計画にかかわる⑥トップ・ダウンの計画、⑦標準達成の

困難さ、評価にかかわる⑧コントロール・フィルターの整備、⑨相対評価、報酬にかかわる⑩

チーム・ベースの報酬、⑪報酬の予定の11個をあげている。また、彼らは、米国と日本を比べ

ると「不確実性回避」（米国〈日本）、「権力格差」（米国〈日本）、「個人主義」（米国〉日本）の

傾向が異なることから、この 3 つの次元に適合する組織の要因である①と③と④を取り上げ、

①と評価の要因である⑧、③と計画の要因である⑥、④と報酬の要因である⑩の関連性につい

て日米で比較している。図表 1 は、この研究において想定した各要因の関連性について示した

図表 1 ：ナショナル・カルチャーとマネジメント・コントロール・システムとの関連性
（出所：Chow et al., 1994, p.390. を一部修正）

環境の不確実性：低 環境の不確実性：高

①と⑧の関連性

コントロール・フィルターの整備

：米国

コントロール・フィルターの整備

：日本

集権化：低 集権化：高

③と⑥の関連性

トップ・ダウンの計画：米国

トップ・ダウンの計画：日本

水平的な相互依存性：低 水平的な相互依存性：高

④と⑩の関連性

チーム・ベースの報酬：米国

チーム・ベースの報酬：日本
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ものである。加えて、彼らは、ナショナル・カルチャーがマネジメント・コントロール・シス

テム全体の組み合わせに与える影響についても検討している。

　米国と日本の学生を対象とした 4 回の実験（最初の 3 回は①と⑧、③と⑥、④と⑩の関連性

に関する実験で中規模製造企業の管理者としての入社を想定したものであり、最後の 1 回はシ

ステムの組み合わせに関する実験で管理者としての入社決定後を想定したものである）で得ら

れた結果をもとに、この研究は、図表 1 で想定した①と⑧の関連性（環境不確実性が高くなる

と、「不確実性回避」の傾向が高い日本の方が、コントロール・フィルターをより一層利用する

という想定）、③と⑥の関連性（集権化が高くなると、「権力格差」の傾向が高い日本の方が、

トップ・ダウン計画をより一層利用するという想定）、④と⑩の関連性（水平的な相互依存性が

高くなると、「個人主義」の傾向が低い日本の方が、チーム・ベース報酬をより一層利用すると

いう想定）が見られないことを明らかにしている。しかし、彼らは、米国と日本を比較した場

合、マネジメント・コントロール・システムの組み合わせが異なっている（とりわけ⑤公式の

ルールで顕著に異なっている）ことから、ナショナル・カルチャーがコントロール・システム

の各要素の選択に影響を与えていることについても示している。

2 - 1 - 3 　Chow et al. （1996）1）

　この研究は、利益センターにおけるマネジメント・コントロール・システムのタイトネス（厳

格度）やその逆機能とナショナル・カルチャーとの関連性について検討したものである。ここ

では、利益センターのマネジメント・コントロール・システムについて過去に検討したMerchant

（1985, 1990）の研究を基礎に、「個人主義」（米国＞日本）、「不確実性回避」（米国＜日本）、「権

力格差」（米国＜日本）の傾向が異なる米国と日本でどのような差が見られるのかに注目してい

る。具体的には、過去の Merchant（1985, 1990）のデータと産業や規模で比較が可能な日本の

電機企業（東芝）の利益センター管理者から収集した自由裁量計画の支出管理にかかわる質問

票調査の結果を利用し、ナショナル・カルチャーが①コントロール全般の厳格度、②手順によ

るコントロールや会議での指示を通じたコントロールの厳格度、および、③逆機能的な行動に

与える影響について分析している2）。なお、ナショナル・カルチャーの影響を分析するに当たり、

ここでは、①日本よりも米国の方が「個人主義」の傾向が高いため、コントロール全般の厳格

度は高い、②米国よりも日本の方が「不確実性回避」や「権力格差」の傾向が高いため、手順

によるコントロールや会議での指示を通じたコントロールの厳格度が高い、および、③米国よ

りも日本の方が「個人主義」の傾向が低いため、短期的な目標の強調や結果の操作を行う程度

1 ）	 この研究の紹介については加登（1994）も参照。
2 ）	 ただし、ここでは、マネジメント・コントロール・システムの要因として、おもに検討する「手順による

コントロール」や「会議での指示を通じたコントロール」のほかに、「人数のコントロール」や「財務のコ
ントロール」などを取り上げている。
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が低いといった関連性を事前に想定している。

　分析の結果、この研究は、日本の利益センター管理者の方が米国の管理者と比べて手順によ

るコントロールや会議での指示を通じたコントロールが厳格に行われており、逆機能的な行動

の程度が低いことを明らかにしている。しかし、彼らは、事前の想定とは異なり、日本の利益

センター管理者の方が米国の管理者と比べてコントロール全般が厳格に行われていることにつ

いても示している。

2 - 1 - 4 　Chow et al. 1999a

　この研究は、同一国内に所在する異なる国々の企業を対象として、マネジメント・コントロ

ール・システムの各要因とナショナル・カルチャーとの関連性について検討したものである。

上記の Chow の一連の研究から分かるように、ナショナル・カルチャーがマネジメント・コン

トロール・システムに与える影響に関する研究には、Hofstede が提唱した次元を基礎とした仮

説や想定が支持されないものが多く見られる3）。そのため彼らは、ナショナル・カルチャーがマ

ネジメント・コントロール・システムに与える影響をより明確に示すために、台湾に位置する

同一規模（大企業）・同一産業（電器・コンピュータ産業）に属する 3 か国の製造企業18社（米

国企業 6 社、日本企業 6 社、台湾企業 6 社）を対象とした質問票調査を実施し、技術・不確実

性・企業規模の各要因や法律・規制・競争の各要因の影響をコントロールしている。また、彼

らは、質問票調査の結果を利用して、それぞれの企業におけるマネジメント・コントロール・

システムの各要因（①分権化の程度、②活動の構造化、③参加型予算、④標準のタイトネス、

⑤参加型業績評価、⑥コントロール・フィルターの整備、⑦業績に応じた財務報酬）の設計と

選択を比較し、これらに対してナショナル・カルチャーが与える影響について検討している。

　分析の結果、この研究は、米国企業と台湾企業の間においてすべての要因（①から⑦）で有

意な差が見られないことから、米国企業が現地に合わせて本国のマネジメント・コントロール・

システムを調整していると指摘している。また、彼らは、日本企業と台湾企業の間において多

くの要因で有意な差が見られないことから、米国企業より広範ではないものの、日本企業でも

現地に合わせて本国のマネジメント・コントロール・システムを調整していると指摘している。

一方、彼らは、日本企業で活動の構造化や参加型予算の程度が低く、これらの点で台湾企業や

米国企業と異なることについても報告している。

3 ）	 これについて、彼らは、Hofstede が提唱するナショナル・カルチャーの次元について、一般的に重要なも
の（個人主義）、西洋において重要なもの（不確実性回避）、東洋において重要なもの（長期的思考）という
ように、それぞれの重要性が異なることを指摘している。
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2 - 2 　予算管理システムへの影響

2 - 2 - 1 　Harrison （1992）

　この研究は、予算の強調と従業員の態度との関連性に従業員の参加がどのような影響を与え

るのかについて、異なる国のデータをもとに明らかにしたものである。従業員の参加が予算管

理システムの成果に与える影響について、先行する Brownell（1982）は、従業員の参加が高い

場合に予算の強調が従業員の好意的な態度に関連するという考え方のもと仮説を設定し、米国

で実施した質問票調査の結果をもとに実証した。そこで彼は、米国において見られた従業員の

参加の影響が、他国において見られるかどうかについて検討している。具体的には、米国と同

様に「個人主義」の傾向が高く「権力格差」の傾向が低いオーストラリアと、「個人主義」の傾

向が低く「権力格差」の傾向が高いシンガポールを選択し、両国の商品売買部門や小売店の中

級管理者を対象とした質問票調査を実施し、従業員の参加が与える影響について考察してい

る4）。

　国別の差を考慮した分析の結果、この研究は、「予算の強調」の変数と「従業員の参加」の変

数の交互作用が「従業員の緊張」の変数に有意な負の影響を与えていることを明らかにしてい

る。この点から彼は、従業員の参加が高い場合に予算の強調が従業員の好意的な態度に関連す

るという Brownell（1982）の発見が一般性の高いものであることを主張している。一方、この

研究は、「ナショナル・カルチャー（オーストラリアが 0 、シンガポールが 1 ）」の変数と「予

算の強調」の変数の交互作用が「従業員の緊張」の変数に有意な負の影響を与え、「従業員の満

足」の変数に有意な正の影響を与えていることから、両国における予算管理システムの差が体

系的に説明できる可能性があることについても示している。

2 - 2 - 2 　Ueno & Sekaran （1992）

　この研究は、予算管理実務が米国と日本でどのように異なるのかについて検討したものであ

る。ここでは、経営管理実務の日米比較に関する研究は多いが予算管理システムの日米比較に

関する研究は不足しているという問題意識のもとに、予算管理システムの実務として、①コミ

ュニケーション・調整プロセス、②計画期間の長短、③ルールや手順によるプロセスの構造化、

④予算スラック、⑤管理可能性、⑥評価期間の長短を設定し、米国と日本での製造企業のコン

トローラーや上級管理者を対象とした質問票調査を実施している。また、彼らは、米国と日本

4 ）	 彼は、シンガポールを選択した理由として、「個人主義」と「権力格差」が参加に与える影響を手がかり
にしている。Hofstede の議論を参考にすると、「個人主義」の傾向が低ければ集団での意思決定が重視され
るので参加が好まれ、「権力格差」の傾向が低ければ組織成員を同等とみなすので参加が好まれる。そのた
め、彼は、米国やオーストラリアのように個人主義の傾向が高く権力格差の傾向が低い文化が従業員の参加
に与える影響（前者は負の影響、後者は正の影響）は、個人主義の傾向が低く権力格差の傾向が高い文化が
従業員の参加に与える影響（前者は正の影響、後者は負の影響）と同様になると想定し、後者に属するシン
ガポールをもう一つの調査対象として選択している。
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を比較すると、「個人主義」と「不確実性回避」の次元で差がある（米国は「個人主義」の傾向

が高く「不確実性回避」の傾向が低いのに対し、日本は「個人主義」の傾向が低く「不確実性

回避」の傾向が高い）ことから、「個人主義」と「不確実性回避」を基礎に、①から⑥にかかわ

る仮説を設定し、質問票調査の結果を分析している。

　分析の結果、この研究は、米国と日本が「コミュニケーション・調整」の変数、「予算スラッ

ク」の変数、「評価期間の長短」の変数で有意な差があることを明らかにしている5）。この結果

について、彼らは、米国が日本と比較して「個人主義」の傾向が高いため、公式のコミュニケ

ーション・調整プロセスを必要とし、目標達成を容易にするよう予算スラックを作りやすくし、

即座に報酬を得るため短期的な評価を期待するといった仮説を支持するものであると説明して

いる。このように彼らは、「不確実性回避」を基礎とした仮説よりも「個人主義」を基礎とした

仮説の方が多く支持されたことから、日米における予算管理システムの差が「個人主義」の次

元からよりよく説明できると指摘している。

2 - 2 - 3 　Harrison （1993）

　この研究は、予算に代表される会計指標による評価と従業員の態度との関連性にナショナル・

カルチャーや従業員の個性がどのような影響を与えるのかについて検討したものである。これ

までの研究は、評価のスタイルと従業員の態度との関連性に影響を与える要因として、環境不

確実性、従業員の参加、事業単位の戦略、業務の相互依存性などの要因を取り上げてきた。こ

れに対し彼は、重要な要因として新たにナショナル・カルチャーを取り上げ、上述の Harrison

（1992）と同様にオーストラリアとシンガポールで得られた質問票調査の結果を利用し、その影

響について検討している。ここでは、「権力格差」の傾向が高い場合、従業員は階層関係を受け

入れることから会計指標による評価と適合的であり、かつ、「個人主義」の傾向が低い場合、従

業員はそれぞれの同質性を受け入れることから会計指標による評価と適合的であるとしている。

それゆえ、この研究は、「権力格差」の傾向が高く「個人主義」の傾向が低い場合、会計指標に

よる評価がよりよく適合すると想定している。こうした想定は、換言すれば、「権力格差」の傾

向が高く「個人主義」の傾向が低いシンガポールの方が、「権力格差」の傾向が低く「個人主

義」の傾向が高いオーストラリアよりも、会計指標による評価がよりよく適合するというもの

である6）。

　調査結果を分析した結果、この研究は、「会計指標による評価」の変数と「ナショナル・カル

チャー（オーストラリアが 0 、シンガポールが 1 ）」の変数の交互作用が、「従業員の緊張」の

5 ）	 なお、この研究では、「管理可能性」の変数についても日米において統計的に有意な差が見られている。
しかし、「管理可能性」の変数の信頼性（クロンバックα）が低いことから、彼らは、この結果を仮説の検
証に利用していない。

6 ）	 ただし、本文中で具体的に設定されている仮説は帰無仮説である。
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変数に有意な負の影響を与え、かつ、「従業員の満足」の変数に有意な正の影響を与えているこ

とを明らかにしている。この点から彼は、ナショナル・カルチャーが従業員の評価スタイルと

従業員の態度との関連性に、想定したとおりの影響を与えていると主張している。一方、この

研究は、従業員の個性（個人が権威を受け入れる程度）が会計指標による評価と従業員の態度

との関連性に与える影響についても検討しているが、事前に想定した結果が十分に見られなか

ったことについても示している。

2 - 3 　報酬システムへの影響（Jansen et al., 2009）

　この研究は、米国を対象とした Gibbs et al. （2004, 2009）の研究を基礎に米国とオランダと

の報酬システムの差について検討したものである。ここでは、両国において、雇用に関する規

定、税率、報酬システムの経験といった制度的要因のほかに、「男性度」（米国＞オランダ）、「長

期的志向」（オランダ＞米国）といった文化的要因が異なることから、両国における報酬システ

ムの利用、報酬システムの内容、および、報酬システムの効果の差を明らかにするために、Gibbs 

et al. （2004, 2009）の米国におけるデータと産業や規模で対応するオランダの自動車販売業（ゼ

ネラル・マネージャー、販売部門管理者、サービス部門管理者、部品部門管理者）を対象とし

た質問票調査の結果と報告データを利用して比較している。

　両国での結果を比較した結果、この研究は、オランダが米国よりもあらゆるタイプのボーナ

ス（公式ボーナス、自由裁量ボーナス、特別奨励金）の利用程度が低く、また、公式ボーナス

を利用する場合でも、その算定の基礎として利益以外の指標（売上高や顧客満足）を利用し、

かつ、算定範囲に下限と上限を設けるといったように複雑であることを示している。さらに、

この研究は、重回帰分析の結果、オランダでの報酬システムの利用が従業員一人当たりの利益

や報酬満足度に有意な負の影響を与えていることを明らかにしている。この点から、彼らは、

米国での報酬システムは世界的なベスト・プラクティスの一つではなく、その影響が国ごとで

異なることを主張している7）。

2 - 4 　情報共有への影響（Chow et al., 1999b）

　この研究は、予算管理システムや報酬システムといった公式のコントロール・システムでは

なく非公式の情報共有に注目し、ナショナル・カルチャーがこれに与える影響について検討し

7 ）	 なお、この研究を発展させたものとして Merchant et al. （2011）がある。ここでは、Gibbs et al. （2004, 
2009）や Jansen et al. （2009）のデータに中国（北京）の自動車販売業者を対象とした質問票調査の結果と
報告データを加え、米国、オランダ、中国において、報酬システムの利用、報酬システムの内容、および、
報酬システムの効果がどのように異なるのかについて検討している。検討の結果、彼らは、中国企業が公式
ボーナスよりも自由裁量ボーナスを利用し、また、公式ボーナスを利用する場合にその算定が複雑であるこ
とを示している。加えて、彼らは、中国企業において報酬システムの利用が従業員の報酬満足度に有意な正
の影響を与えていることを明らかにしている。
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たものである。ここでは、「個人主義」の傾向が高く「権力格差」の傾向が低いオーストラリア

と、「個人主義」の傾向が低く「権力格差」の傾向が高い台湾を対象に、質問票調査やシナリ

オ・ベースのインタビュー調査（①明確な質問をする場合、②反対もしくは挑戦的な意見を述

べる場合、③過去の失敗を暴露する場合）を通じて、対面的なコミュニケーションを通じた情

報共有が上司の同席の有無やナショナル・カルチャーにどのような影響を受けるのかについて

検討している8）。

　まず、定量的調査を分析した結果、この研究は、対面的なコミュニケーションによる情報共

有が上司の同席の有無に影響を受ける（上司が同席しない場合に情報共有が進む）ことや、両

国において差が見られる（台湾では明確な質問をする①の場合が多く、オーストラリアでは反

対もしくは挑戦的な意見を述べる②の場合が多い）ことを示している。一方、これらの分析結

果は、とくに②の場合においてオーストラリアの方で上司が同席すると情報共有が進まないこ

とを示し、事前の想定（「個人主義」の傾向が高く「権力格差」の傾向が低いオーストラリアで

は、上司の同席の有無にかかわらず対面的なコミュニケーションを通じた情報共有が進むとい

う想定）と異なることを指摘している。

　次に、ナショナル・カルチャーの影響が十分に明らかでない分析結果を補うために、この研

8 ）	 なお、本文中で具体的に設定されている仮説は帰無仮説である。

図表 2 ：ナショナル・カルチャーの影響に注目した研究（出所：筆者作成）

番号 論　文 MCS NC の次元 研究方法
1 Chow et al. （1991） MCS の各要因 個人主義 実験
2 Chow et al. （1994） 個人主義

権力格差
不確実性回避

実験

3 Chow et al. （1996） 個人主義
権力格差

不確実性回避

質問票

4 Chow et al. （1999a） ― 質問票
5 Harrison （1992） 予算管理システム 個人主義

権力格差
質問票

6 Ueno & Sekaran （1992） 個人主義
不確実性回避

質問票

7 Harrison （1993） 個人主義
権力格差

質問票

8 Jansen et al. （2009） 報酬システム 男性度
長期的志向

質問票
実データ

インタビュー
9 Chow et al. （1999b） 情報共有 個人主義

権力格差
質問票

インタビュー
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究は、シナリオ・ベースのインタビュー調査を実施し分析している。調査の結果、彼らは、情

報共有に影響を与える要因として、台湾では企業への貢献、階層的地位、他者の面目などが影

響を与える一方で、オーストラリアでは自己主張、個人差、企業文化が影響を与えており、そ

れぞれの行動の背景が異なることを明らかにしている。

　以上、本節では、ナショナル・カルチャーが与える影響に注目して、マネジメント・コント

ロール・システムの各要因、予算管理システム、報酬システム、情報共有の国別の差について

検討した欧米の研究をレビューしてきた。上記の研究は、それぞれ Hofstede が提唱したナショ

ナル・カルチャーの次元を利用し、これらがマネジメント・コントロール・システムに与える

影響について検討している。しかし、これらの研究には、事前に想定した関連性が見られない

ものも多く、また、利用するナショナル・カルチャーの次元も研究ごとで異なるものとなって

いる（図表 2 ）。

3 　ナショナル・カルチャー以外の要因に注目した研究

3 - 1 　多様な要因が与える影響（Merchant et al., 1995）

　この研究は、前節で取り上げた研究と同様に、ナショナル・カルチャーが利益センターにお

ける管理者のマネジメント・コントロール・システムの設計と利用に与える影響について検討

したものである。具体的には、「男性度」と「個人主義」の傾向が高く、「長期的志向」、「権力

格差」、「不確実性回避」の傾向が低い米国と、「男性度」と「個人主義」の傾向が低く、「長期

的志向」、「権力格差」、「不確実性回避」の傾向が高い台湾を取り上げ、インタビュー調査を通

じて事前に想定した 4 つ命題が適合するかどうかについて検討している。なお、彼らは、利益

センターを有し企業の規模や成果が同等である米国と台湾の化学企業 2 社と電機企業 2 社を対

象企業として選択している。

　インタビュー内容を分析した結果、この研究は、台湾は米国よりも「集団主義」や「長期的

志向」の傾向が高いため、これらに重点を置く長期的報酬を利用する必要がなくなるという命

題のみが支持され、他の命題は支持されなかったことから、ナショナル・カルチャーがマネジ

メント・コントロール・システムの設計や利用に与える影響は相対的に弱いことを指摘してい

る。一方、この研究は、ナショナル・カルチャーの以外の要因、すなわち、①上級管理者の教

育や経験、②企業の発展段階、③上級管理者の資本市場に対する考え方、④事業のタイプ、⑤

労働力の流動性、⑥企業成長のパターン、⑦コンサルタントの利用といった要因が、ナショナ

ル・カルチャーよりもマネジメント・コントロール・システムの設計や利用に強い影響を与え

ていると主張している。
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3 - 2 　同一企業での同質性（Van der Stede 2003）

　企業活動のグローバル化に伴い、多国籍企業が他国で企業活動を展開することが今日では一

般的となっている。こうした多国籍企業のマネジメント・コントロールや報酬システムは、国

ごとで異なるだけでなく企業ごとでも異なることが想定される。そこでこの研究は、マネジメ

ント・コントロール・システムや報酬システムが国別と企業別のどちらに大きく影響を受けて

いるのかについて検討したものである。ここでは、ベルギーに本社を所在する企業の事業単位

を対象にした質問票調査の結果（37社で153事業単位）を基礎に、国別と企業別の差が、事業単

位のマネジメント・コントロール・システム（予算の強調、予算の詳細さ、予算にかかわるコ

ミュニケーション）や報酬システム（成果ベース報酬の割合、公式ベース報酬の割合、事業単

位の成果ベース報酬の割合）にどのような影響を与えているのかについて分析している。

　分析の結果、この研究は、ベルギーに位置する事業単位の方が他国に位置する事業単位より

も予算にかかわるコミュニケーションが盛んであり、かつ、公式ベースの報酬の割合が低いこ

とを示している9）。しかし、彼は、マネジメント・コントロール・システムや報酬システムの差

を企業別で比較するとすべての面で統計的に有意であったことから、これらのシステムに対す

る国別の影響が企業別の影響と比べて相対的に弱いものであることを明らかにしている。その

ため彼は、マネジメント・コントロールや報酬システムを、事業単位の位置する国別の状況に

合わせて実施する傾向よりも、企業別に統一して実施する傾向の方が強いと主張している。

3 - 3 　組織文化が与える影響（O’Conner 1995）

　この研究は、組織文化に注目し、組織文化が参加と従業員の役割の不確実性との関連性や、

参加と上司・部下の関係との関連性にどのような影響を与えるのかについて検討したものであ

る。海外に進出する多国籍企業は、ナショナル・カルチャーだけでなく組織文化もローカル企

業と異なるため、組織文化がマネジメント・コントロール・システムの設計や利用に影響を与

えることが予想される10）。それゆえ彼は、「権力格差」を組織文化としてとらえ、計画・評価へ

の参加と従業員の役割の不確実性との関連性や、計画・評価への参加と上司・部下の関係との

関連性に、「権力格差」がどのような影響を与えるのかについて検討している。具体的には、同

じシンガポールに位置する外国企業（30社で93人）と地元企業（14社で32人）を対象にした質

問票調査と、これを補強するインタビュー調査を実施し、これらの結果について分析している。

なお分析に先立ち、この研究は、シンガポールではナショナル・カルチャーの次元で「権力格

9 ）	 とくに予算にかかわるコミュニケーションについて、彼は、「個人主義」の次元が負に関連し、「権力格
差」と「不確実性回避」の次元が正に関連していることを、追加的な分析により明らかにしている。

10）	 多国籍企業における組織文化の差について検討した初期の研究として Soeters & Schreuder （1988）があ
る。ここでは、オランダに所在する会計事務所（ 3 法人は国内、 3 法人は米国）を対象とした質問票調査を
通じて、米国法人の組織文化（とくに「不確実性回避」と「男性度」の次元）がローカルの会計事務所の組
織文化と異なることを指摘している。
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差」の傾向が高いため、ローカル企業の方が多国籍企業よりも組織文化としての「権力格差」

が高いこと、および、「権力格差」の傾向が高い場合、参加は逆にリーダーシップの欠如として

理解されることから、計画・評価への参加と従業員の役割の不確実性との負の関連性や上司・

部下の関係との正の関連性が、「権力格差」の低い外国企業の方で顕著に見られることを事前に

想定している。

　分析の結果、この研究は、同じシンガポールに位置する企業でも、外国企業は構造的な管理

を好みローカル企業は権威的な管理を好むという組織文化の差が見られることを明らかにして

いる。加えてこの研究は、こうした組織文化の差が、計画・評価への参加と役割不確実性との

負の関連性や、上司・部下の関係との正の関連性に異なる影響を与えていること、すなわち、

権力の差の低い外国企業において強い関連性が見られることを明らかにしている。これらの点

から彼は、組織文化の差がマネジメント・コントロールの設計・利用に重大な影響を与えてい

ると主張している。

4 　検討と今後の課題

　本研究では、企業活動のグローバル化に伴う欧米でのマネジメント・コントロール・システ

ムの国際比較研究について、これまでどのような問題を設定し、また、どのような事項を発見

してきたのかを整理した。欧米では、とくにナショナル・カルチャーが与える影響に注目し、

国別に見られるマネジメント・コントロール・システムの差などが検討されてきた。また、こ

れらの研究では、Hofstede によるナショナル・カルチャーの次元（「個人主義・集団主義」、「権

力格差」、「不確実性回避」、「男性度・女性度」、「長期的志向」など）が、マネジメント・コン

トロール・システムの設計や利用に対してどのような影響を与えるのかが明らかにされてきた。

　しかし、これらの研究には、事前に想定したナショナル・カルチャーの影響が明確に見られ

ないものも多い（例えば、初期の研究である Chow et al., 1991, 1994）。また、利用するナショ

ナル・カルチャーの次元も、「個人主義」、「権力格差」、「不確実性回避」（Chow et al., 1994, 

1996）や、「男性度」、「長期的志向」（Jansen et al., 2009）など、研究ごとで異なるものとなっ

ている。さらに、ナショナル・カルチャー以外の要因、すなわち、上級管理者の教育や経験、

企業の発展段階、事業のタイプ、労働力の流動性など（Merchant et al., 1995）や、組織文化

（O’Conner, 1995）といった要因が、マネジメント・コントロール・システムの設計や利用によ

り強い影響を与えていることを指摘する研究も現れている。それゆえ、欧米の管理会計研究に

おいて盛んに取り上げられるナショナル・カルチャーについては、マネジメント・コントロー

ル・システムの設計や利用に対して相対的に弱い影響しか与えない（Merchant et al., 1995）、

さらには、ナショナル・カルチャーに関する議論の基礎となる Hofstede の研究そのものに問題

がある（Baskerville, 2003; Harrison & Mckinnon, 1999）という批判もある。
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　一方、調査対象とする企業の規模や産業などをコントロールすること（Chow et al., 1999a; 

Jansen et al., 2009; Merchant et al., 2011）や、追加的なインタビューを通じて行動の背後に

ある要因を明らかにすること（Chow et al., 1999b）など、これらの批判に対応した取り組みも

見受けられる。また、これらの研究では、ナショナル・カルチャーの議論がマネジメント・コ

ントロール・システムの国別の差を説明する場合に利用できることが示されている。それゆえ、

ナショナル・カルチャーは、初期の欧米の研究が期待するような強い影響をマネジメント・コ

ントロール・システムに対して与えていると想定しにくいものの、観察される国別の差を説明

する上では利用可能であると考えられる。

　こうしたことは、日本企業のグローバル化をテーマとしてきた日本の管理会計研究にも参考

になる。すなわち、日本企業が採用する国際事業戦略のタイプや管理会計実務の差を明らかに

するだけでなく、ナショナル・カルチャーの次元を利用して進出先ごとのマネジメント・コン

トロール・システムの差の説明を試みること、説明に際して対象となる企業の規模や産業など

をコントロールすること、さらに、ナショナル・カルチャーに関する Hofstede の議論以外のも

のも必要に応じて利用を試みること（Harrison & McKinnon, 1999）などが、これまで日本企

業のグローバル化を対象としてきた日本の管理会計研究において必要になると思われる。

　また、マネジメント・コントロール・システムについては、これまでのように組織内でのマ

ネジメント・コントロール・システムだけでなく、組織間でのマネジメント・コントロール・

システムが、欧米だけでなく日本でも近年注目されるようになっている（Caglio & Ditillo, 2008；

窪田ほか，2008；坂口・河合，2011a）。日本企業が海外で単純に製品を生産・販売するだけで

なく、研究開発についても移転し進出先で新たな組織間関係を構築し始めていることを考慮す

れば、組織間でのマネジメント・コントロール・システムを対象にすることが、日本企業のグ

ローバル化をとらえる上でも必要になるだろう（坂口・河合，2011b）。また、この場合におい

ても、ナショナル・カルチャーを含む様々な視点から観察された国別の差を説明することが求

められると思われる。
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